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１．はじめに 

 近年，環境問題への関心が高まるにつれ，その対策

に関する議論が様々なされている．特に，環境経済学

の分野では，持続可能な成長ということに着目し，そ

の定義から，持続的成長の達成に向けた環境政策のあ

り方について多くの研究がなされてきた． 
 本稿では，それらの研究蓄積から得られた知見を整

理し，土木分野で重要な自動車交通に起因する環境問

題について，持続可能な成長の達成という観点からど

のような取り組みが必要であるのかを明らかとする． 
 
２．環境経済学における既存研究成果の解釈 
環境経済学において，持続可能な成長を対象とした

研究として最適成長モデルを適用したものが挙げられ

る．そして，それらの研究から得られた知見を，非常

にわかりやすく整理したものに浅子・川西・小野 1)があ

る．浅子らは，持続可能な成長という観点から環境問

題を考えるにあたり，①枯渇性資源の問題と，②環境

破壊・汚染の問題と，大きく二つの問題に分類・整理

できるとしている．浅子らも述べているように，無論，

実際の環境問題はもっと複雑であり，このような割り

切りは適当ではないとの批判も考えられるが，環境問

題の本質を理解する上で，上記の分類は非常に有効と

なるのである． 
本稿では，浅子らの整理を紹介しながら，それらを

自動車交通に起因する環境問題として捉えた場合に，

どのような示唆が得られるのかを明らかとする． 
 
３．枯渇性資源と持続的成長 
 枯渇性資源として，まず考えられるものが石油資源

である．石油資源は，使い続ければ必ずいつか枯渇す

る．しかし，それは持続可能な成長が達成されないこ

とを意味する．では，どのように石油資源を使用する

ことが望ましいのであろうか． 
 浅子らは，Dasgupta and Heal (1974)にならい，従来の
最適成長モデルの枠組みに，枯渇性資源の制約を導入

したモデルを示した． 
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ただし，U ：効用関数， tc ：財消費量，F：生産関数，

tk ：民間資本ストック(再生可能)， tr：枯渇性資源投入
量(フロー)， tS ：残存枯渇性資源ストック． 

 本モデルを，自動車交通に起因する環境問題と結び

つけるには，本来，企業が自動車輸送を介して石油燃

料資源を投入するものを，直接石油資源 tr を投入してい

ると考えればよい．燃費を一定と考えると，このよう

な解釈は何ら問題がない．そして，石油資源に加え，

民間資本も投入して生産された財を家計が消費する．

なお，家計の効用は，この財消費量に応じて決定され

る．ここで，石油資源は企業が投入しているが，家計

も財消費行動を介して，間接的に石油資源の投入に影

響を与えている点には注意が必要である． 
 式(1)は，Hamiltonian を定義し，その一階条件を導出
することにより解くことができる．なお，ここではそ

の詳細は省略し，最終的に得られる二つの条件を示す． 
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ただし， ( )⋅′F ： Fの( )内の変数での一階微分，･：時
間での微分， ( )tcη ：維持点間消費の代替の弾力性

( )
( )
( ) 








′
′′

=−
t

tt

t cU
cUc

cη
1

． 

 式(2.a)は Keynes=Ramsey ルール，式(2.b)は Hotelling
ルールと呼ばれるものである．前者は，現在消費と貯

蓄による将来消費との最適配分を決定するルール，後

者は，枯渇性資源との対応の下で，消費をどうコント

ロールするかを決定するルールである． 
 さらに Hotelling ルールに着目すると，民間資本スト
ックと枯渇性資源との間の弾力性が 1 より小さい場合
には，財消費量 tc が将来に向かい減少し続ける結果が

導かれる．この場合，将来世代の財消費量が低下し，

厚生も下がるため，明らかに持続可能な成長が達成で

きているとは言えない．そこで，持続的成長とは｢少な

くとも経済厚生が時間とともに減少しない｣ことと定

義し，Hartwick(1977)が，そのために必要な条件を示し
た．いわゆる Hartwick ルールであり，①民間資本と労
働の完全利用，②Hotelling ルールの成立，③枯渇性資
源の利用においては，各時点でその使用額相当分だけ

再生可能資本の蓄積を行う，の 3条件からなる． 
 以上の結果，自動車利用によって石油資源を使用す

る場合には，石油利用の自動車以外の再生可能資本に
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対し，石油利用の対価に見合う開発投資，蓄積を行う

ことが要請とされることがわかる．ここでいう再生可

能資本とは，低公害車や公共交通，また自動車に頼ら

ない都市システム等もそれにあたると考えられる． 
  
４．環境破壊・汚染と持続的成長 
 浅子らによれば，環境破壊・汚染で注目すべきこと

は，枯渇性資源とは異なり，少なからず再生可能であ

る点にあるとされている．そこで，Akタイプの内生的
成長モデルに環境破壊・汚染を導入した Michel and 
Rotillon(1995)のモデルを示すことにより，自浄作用を持
つ環境汚染が，持続可能な成長という面ではどのよう

な問題を生じさせるのかを明らかとしている． 
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ただし， tP：環境汚染ストック， A：生産技術パラメ
ータ，α ：環境汚染排出率， β ：自然浄化率． 
 式(3.b)は，式(1.b)において tAkF = と特定化されたも

のと考えればよい．この生産関数の形が Akタイプと呼
ばれる所以である．また，式(3.c)は環境汚染ストックの
時間変化を表すものであり，ここでは民間資本の水準

に応じて環境汚染が排出され，一方で，環境の自浄作

用能力も考慮したものとなっている． 
 ここでは，式(3)の動学的最適化問題を解いた上で，
定常状態に着目し分析を行う．定常状態とは，状態変

数の時間変化率をゼロとした状態である．そこで，得

られた動学的最適化条件に { }0,0 == tt Pk && を代入して整

理すると，以下の条件が得られる． 
 0** =−⋅ ckA  (4.a) 
 0** =⋅−⋅ Pk βα  (4.b) 
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 式(4)で表される条件が，定常状態における環境汚染
考慮時の最適条件である．以上より，式(4)が達成され
る仕組みを考えれば良いのであるが，ここではまだ二

つの問題が残されている． 
 一つは，式(4)の最適条件は，分権的市場機構では達
成できないという問題である．これは，静学分析にお

いて環境問題を考える際の重要な結論として指摘され

ている，いわゆる外部不経済問題の動学版といえる．

通常，環境汚染は，市場で評価されず，よって，分権

的市場機構では最適条件が満たされない．そのため，

政府の適切な介入が必要とされるのであるが，その帰

結は動学モデルにおいても全く変わらないのである． 
 二つ目は，式(3.a)の社会的目的関数がそもそも適切で
あるのかという問題である．今，式(4.a),(4.b)に再度着

目する．これより， *k を消去すると， 
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が得られる．この条件を制約とし，定常状態での効用

関数最大化問題を解く． 
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式(6)の最適化問題は，通常のラグランジュ未定乗数法
から解くことができる．その結果，以下の条件が得ら

れる． 
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式(7)は，Chichilnisky, Heal and Beltratti (1995)の定義し
たグリーン黄金率にあたるものとされている．この条

件と式(4.c)との条件を比較すると，主観的割引率δ がゼ
ロでない限り，本モデルにおける定常状態での最適条

件では，グリーン黄金律が満たされないことがわかる．

この意味は，これまで主観的割引率を正とすることが

一般的であったが，環境問題では，必ずしもその前提

が成立しない可能性があるということである．主観的

割引率の問題とは，世代間公平性の問題であり，環境

問題を考える際には，世代間公平性をどう扱うかが重

要な論点であることを示している．ただし，このこと

から直ちに主観的割引率δ をゼロとすることは早計で
ある．これはBeltratti2)に詳しく説明されているが， 0=δ
とするとまた別の問題が生じてくるのである． 
 以上は，自動車交通に起因する環境汚染問題でも全

く同様の結論となる．特に，年々の環境汚染排出が増

加傾向にある自動車部門では，将来世代に過度の負担

を負わせる可能性があるので，早急に適正な世代間公

平性評価の枠組みを構築することが必要と言える． 
 
５．おわりに 
本研究では，浅子らによるまとめを参考にして，持

続可能な発展という観点から環境問題を分析した．そ

して，土木の分野で特に問題視される自動車交通に起

因する環境問題の解決に対し，どのような示唆が行え

るのかを明らかとした． 
なお，本研究は，科学研究費補助金・若手研究(B)[課題

番号: 14750446]の研究成果の一部である． 
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